
JP 6742446 B2 2020.8.19

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線基地局と１台以上の無線端末局が同一周波数チャネルを共有する無線通信システム
の無線基地局において、
　１セット複数本のアンテナがｎセット（ｎは２以上の整数）のアンテナセットと、
　前記アンテナセットごとに１本のアンテナを選択するｎ個のアンテナ切替部と、
　前記アンテナ切替部で前記アンテナセットごとに選択されたｎ本のアンテナで送受信す
る信号の位相・タイミング・周波数・電力を１以上の組み合わせで変更するｎ個の信号変
更部と、
　前記ｎ本のアンテナで送受信する信号の宛先無線端末局に応じた前記アンテナ切替部お
よび前記信号変更部の制御情報を、前記アンテナ切替部の切替時間および前記信号変更部
の各変更時間（以下、「各部の反応時間」という）に応じて配列した通知信号を出力する
通知部と、
　前記通知信号の各部の制御情報が通知された順に、前記アンテナ切替部の切替制御およ
び前記信号変更部の各変更制御を逐次開始する制御部と
　を備えたことを特徴とする無線基地局。
【請求項２】
　請求項１に記載の無線基地局において、
　前記通知部は、前記通知信号の各部の制御情報を、前記各部の反応時間の大きい順に配
列する構成である
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　ことを特徴とする無線基地局。
【請求項３】
　請求項１に記載の無線基地局において、
　前記通知部は、前記通知信号の各部の制御情報を、前記アンテナ切替部の切替制御およ
び前記信号変更部の各変更制御が指定時間内に終了する配列とする構成である
　ことを特徴とする無線基地局。
【請求項４】
　請求項１に記載の無線基地局において、
　前記通知部は、前記通知信号の各部の制御情報の情報量を削減する構成であり、
　前記制御部、前記アンテナ切替部および前記信号変更部は、前記削減された情報量の制
御情報に対応する切替制御および各変更制御を行う構成である
　ことを特徴とする無線基地局。
【請求項５】
　請求項１に記載の無線基地局において、
　前記信号変更部の位相・タイミング・周波数・電力の少なくとも１つの変更部は、前記
反応時間が異なる複数のデバイスを多段構成し、
　前記通知部は、前記通知信号の各部の制御情報を、前記反応時間の長いデバイスの制御
情報から順に配置する構成である
　ことを特徴とする無線基地局。
【請求項６】
　請求項１に記載の無線基地局の制御方法において、
　前記無線基地局が外部のネットワークから入力する信号の宛先無線端末局を抽出し、宛
先無線端末局に応じた信号形式、前記アンテナ切替部で切り替えるアンテナ、前記信号変
更部の位相・タイミング・周波数・電力の各変更部の変更量からなる制御情報を決定する
ステップと、
　前記通知部は、前記宛先無線端末局に対応する各部の制御情報を各部の反応時間に応じ
て配列した通知信号を生成し、前記制御部に送信するステップと、
　前記制御部は、前記通知信号の各部に対する制御情報の到着と同時に、前記アンテナ切
替部の切替制御および前記信号変更部の変更制御を開始するステップと
　を有し、前記アンテナ切替部および前記信号変更部の制御完了後に信号を送受信するこ
とを特徴とする無線基地局の制御方法。
【請求項７】
　請求項６に記載の無線基地局の制御方法において、
　前記通知部は、前記通知信号の各部の制御情報を、前記各部の反応時間の大きい順に配
列する
　ことを特徴とする無線基地局の制御方法。
【請求項８】
　請求項６に記載の無線基地局の制御方法において、
　前記通知部は、前記通知信号の各部の制御情報を、前記アンテナ切替部の切替制御およ
び前記信号変更部の各変更制御が指定時間内に終了する配列とする
　ことを特徴とする無線基地局の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、分散アンテナを用いて１台以上の無線端末局と同一周波数チャネルを共有し
て無線通信を行う無線基地局において、アンテナの切替、各アンテナで送受信する信号の
位相・タイミング・周波数・電力を所定の組み合わせで効率的に制御する無線基地局およ
びその制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　近年、スマートフォン等の持ち運び可能で高性能な無線端末の普及により企業や公共ス
ペースだけではなく、一般家庭でもIEEE802.11標準規格の無線ＬＡＮが広く使われるよう
になっている。IEEE802.11標準規格の無線ＬＡＮには、 2.4ＧHz帯を用いるIEEE802.11b/
g/n 規格の無線ＬＡＮと、５ＧHz帯を用いるIEEE802.11a/n/ac規格の無線ＬＡＮがある。
【０００３】
　IEEE802.11ｂ規格やIEEE802.11ｇ規格の無線ＬＡＮでは、2400ＭHzから2483.5ＭHz間に
５ＭHz間隔で13チャネルが用意されている。ただし、同一場所で複数のチャネルを使用す
る際には、干渉を避けるために、帯域が重ならないチャネルを使用する。その場合、最大
で３チャネル、場合によっては４チャネルまで同時に使用できる。
【０００４】
　IEEE802.11ａ規格の無線ＬＡＮでは、日本の場合は、5170ＭHzから5330ＭHz間と、5490
ＭHzから5710ＭHz間で、それぞれ互いに帯域が重ならない８チャネルおよび11チャネルの
合計19チャネルが規定されている。なお、IEEE802.11ａ規格では、チャネル当たりの帯域
幅が20ＭHzに固定されている。
【０００５】
　無線ＬＡＮの最大伝送速度は、IEEE802.11ｂ規格の場合は11Ｍbps であり、IEEE802.11
ａ規格やIEEE802.11ｇ規格の場合は54Ｍbps である。ただし、ここでの伝送速度は物理レ
イヤ上での伝送速度である。実際にはＭＡＣ（Medium Access Control ）レイヤでの伝送
効率が50～70％程度であるため、実際のスループットの上限値はIEEE802.11ｂ規格では５
Ｍbps 程度、IEEE802.11ａ規格やIEEE802.11ｇ規格では30Ｍbps 程度である。また、伝送
速度は、情報を送信しようとする無線局が増えればさらに低下する。
【０００６】
　そのため、2009年に標準化が完了したIEEE802.11ｎ規格では、これまで20ＭHzと固定さ
れていたチャネル帯域幅が最大で40ＭHzに拡大されるとともに、空間多重送信技術（ＭＩ
ＭＯ：Multiple input multiple output）技術の導入が決定された。IEEE802.11ｎ規格で
規定されているすべての機能を適用して送受信を行うと、物理レイヤでは最大で 600Ｍbp
s の通信速度を実現可能である。
【０００７】
　さらに、2013年に標準化が完了したIEEE802.11ac規格では、チャネル帯域幅を80ＭHzや
最大で 160ＭHzまで拡大することや、空間分割多元接続（ＳＤＭＡ：Space Division Mul
tiple Access）を適用したマルチユーザＭＩＭＯ（ＭＵ－ＭＩＭＯ）送信方法の導入が決
定している。IEEE802.11ac規格で規定されているすべての機能を適用して送受信を行うと
、物理レイヤでは最大で約 6.9Ｇbps の通信速度を実現可能である。
【０００８】
　このように無線ＬＡＮでは、標準化規格の進化に伴い通信速度が改善されている。しか
しながら、同一周波数チャネルを複数の無線局が共有する場合には、無線局数の増加に伴
う通信機会の低下によってスループットが低下することが知られている。これに対して、
無線局の送信電力を通信相手の状況に合わせて適応的に制御することで各無線局への干渉
電力を抑圧し、結果として各無線局の通信機会を増加させる技術が検討されている（非特
許文献１）。送信電力制御法の一例として、送信信号の振幅を可変抵抗器や可変増幅器な
どの電力調整装置を用いて制御する方法がある。
【０００９】
　図７は、本発明が想定する無線通信システムの構成例を示す。
　図７において、ネットワーク３０に接続される無線基地局１０－１，１０－２は同一の
周波数チャネルを用いる構成であり、それぞれ配下の無線端末局２０と無線通信を行う。
また、無線基地局１０－１，１０－２はそれぞれ複数のアンテナを備え、１つまたは複数
の無線端末局２０とＭＩＭＯ通信を行う構成になっている。さらに、無線基地局１０－１
，１０－２は、宛先の無線端末局に応じて各アンテナの送受信電力を調整する機能も備え
ている。
【００１０】
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　図８は、従来の無線基地局の構成例を示す。
　図８において、無線基地局は、ｎ個（ｎは２以上の整数）のアンテナ１０１－１～１０
１－ｎと、送信電力および受信電力を変更する電力変更部１０２－１～１０２－ｎと、ｎ
本のアンテナで送受信する信号の送信処理および受信処理を行う送受信部１０３－１～１
０３－ｎと、無線基地局に接続するネットワークとの間で入出力する信号と各アンテナで
送受信する信号との変換処理を行う信号処理制御部１０４と、送受信する信号の宛先無線
端末局に応じた電力変更部１０２－１～１０２－ｎの電力変更量を含む通知信号を出力す
る電力通知部１０５と、通知信号に応じて電力変更部１０２－１～１０２－ｎの電力変更
制御を行う電力制御部１０６とを備える。なお、電力通知部１０５は、信号処理制御部１
０４内にある。
【００１１】
　電力通知部１０５は、送信処理を行う前に、事前設定された宛先無線端末局に対する各
アンテナ対応の送信電力情報を抽出し、電力制御部１０６に対して各アンテナ対応の送信
電力情報を通知する。電力制御部１０６は、電力通知部１０５からの通知信号に応じて、
各アンテナ１０１－１～１０１－ｎに対応する電力変更部１０２－１～１０２－ｎで送信
電力を変更する制御を行う。受信信号に対する受信電力の制御についても同様である。こ
れにより、宛先無線端末局に対する最適な送信電力制御が行われるので、他の無線局への
干渉電力を同時に抑圧し、無線通信システム全体の通信機会を増加させることが可能とな
り、スループットの向上が期待される。
【００１２】
　さらに、送信電力の低減効果を高める技術として、無線基地局が有する複数のアンテナ
を分散配置することで、基地局アンテナと端末アンテナとの間の距離を縮め、結果的に各
無線局の受信電力を増加させる分散アンテナ技術の検討も進んでいる（非特許文献２）。
一方で、増加した受信電力を低減したとしても、従来と同様の通信品質を確保することが
可能であることから、さらなる送信電力の低減も可能になっている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１３】
【非特許文献１】Mhatre, Vivek P., Konstantina Papagiannaki, and Francois Baccell
i. "Interference mitigation through power control in high density 802.11 WLANs."
 IEEE INFOCOM 2007-26th IEEE International Conference on Computer Communications
. IEEE, 2007.
【非特許文献２】Choi, Wan, and Jeffrey G. Andrews. "Downlink performance and cap
acity of distributed antenna systems in a multicell environment." IEEE Transacti
ons on Wireless Communications 6.1 (2007): 69-73.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　図８に示す無線基地局の電力変更部１０２－１～１０２－ｎは、電力制御部１０６によ
って、宛先無線端末局に応じてアンテナ１０１－１～１０１－ｎで送受信する信号の電力
が制御される。ここで、各アンテナ対応の電力変更量は、宛先無線端末局に応じて信号処
理制御部１０４の電力通知部１０５で生成されて電力制御部１０６に通知される。この各
アンテナ対応の電力変更量を通知する通知信号の伝送形態としては、次の２つの方法が考
えられる。
【００１５】
　通知信号の第１の伝送形態は、図９の(1) に示すように、複数ｎ本の制御線を用いて電
力変更部１０２－１～１０２－ｎを制御する電力変更用制御情報Ｅ１～Ｅｎを並列に通知
する。この場合には、電力通知部１０５から電力制御部１０６に対して短時間で電力変更
用制御情報Ｅ１～Ｅｎを通知でき、各アンテナで送受信する信号の電力変更を高速に実現
することができる。しかし、複数ｎ本の制御線が必要になるため、回路規模やコストの増
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加の課題がある。さらに、将来的に無線基地局のアンテナ数が大幅に増加した場合には、
この課題を解決する必要がある。
【００１６】
　通知信号の第２の伝送形態は、図９の(2) に示すように、１本の制御線を用いて電力変
更部１０２－１～１０２－ｎを制御する電力変更用制御情報Ｅ１～Ｅｎを直列に通知する
。この場合には、制御線の本数を１本にできるが、電力変更用制御情報Ｅ１～Ｅｎのすべ
ての通知にアンテナ数ｎに応じた時間がかかる。例えば、無線パケット単位で送信電力制
御を行うには、ミリ秒単位以下の制御が必要になり、通知信号の伝送時間の短縮が課題と
なる。
【００１７】
　さらに、送信電力制御の効果をさらに高めることを目的として、分散アンテナを利用す
る場合には、分散アンテナを無線パケット単位で選択する構成が必要になる。この場合に
は、アンテナ切替部の追加が必要となり、このアンテナ切替部を制御するための制御信号
も必要となる。したがって、各アンテナ対応の電力変更量とともに、アンテナ切替部の切
替情報を効率よく通知するための技術が必要となる。
【００１８】
　また、さらなる通信品質の改善に向けて、各アンテナで送受信される信号の位相変更に
よって電波の指向性を制御するビームフォーミング技術の検討も進んでいる。ビームフォ
ーミング技術を用いることで、対象となる方向の無線端末局の受信電力を大幅に低下させ
ることなく、非対称の無線局に対して干渉を抑圧できることも注目されている。他にも、
送受信のタイミング制御によって無線パケットの衝突を回避する技術や、アンテナ間の周
波数同期の技術も検討されているため、将来的にはアンテナごとの位相・タイミング・周
波数についても制御対象となる可能性が高い。しかしながら、これらの変更部を制御する
ためには、効率的な制御情報の通知が必須となる。
【００１９】
　また、アンテナ切替部、アンテナごとの位相・タイミング・周波数・電力を変更する各
変更部は、それぞれ切替／変更動作の開始から終了までの反応時間が異なる可能性が高い
ことから、各部の反応時間も考慮した制御が必要となる。
【００２０】
　本発明は、アンテナ切替部および信号変更部の位相・タイミング・周波数・電力の各変
更部の反応時間を考慮し、複数のアンテナで送受信する信号の切替／変更制御を高速に行
うことができる無線基地局およびその制御方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　第１の発明は、無線基地局と１台以上の無線端末局が同一周波数チャネルを共有する無
線通信システムの無線基地局において、１セット複数本のアンテナがｎセット（ｎは２以
上の整数）のアンテナセットと、アンテナセットごとに１本のアンテナを選択するｎ個の
アンテナ切替部と、アンテナ切替部でアンテナセットごとに選択されたｎ本のアンテナで
送受信する信号の位相・タイミング・周波数・電力を１以上の組み合わせで変更するｎ個
の信号変更部と、ｎ本のアンテナで送受信する信号の宛先無線端末局に応じたアンテナ切
替部および信号変更部の制御情報を、アンテナ切替部の切替時間および信号変更部の各変
更時間（各部の反応時間）に応じて配列した通知信号を出力する通知部と、通知信号の各
部の制御情報が通知された順に、アンテナ切替部の切替制御および信号変更部の各変更制
御を逐次開始する制御部とを備える。
【００２２】
　第１の発明の無線基地局において、通知部は、通知信号の各部の制御情報を、各部の反
応時間の大きい順に配列する構成である。
【００２３】
　第１の発明の無線基地局において、通知部は、通知信号の各部の制御情報を、アンテナ
切替部の切替制御および信号変更部の各変更制御が指定時間内に終了する配列とする構成
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である。
【００２４】
　第１の発明の無線基地局において、通知部は、通知信号の各部の制御情報の情報量を削
減する構成であり、制御部、アンテナ切替部および信号変更部は、削減された情報量の制
御情報に対応する切替制御および各変更制御を行う構成である。
【００２５】
　第１の発明の無線基地局において、信号変更部の位相・タイミング・周波数・電力の少
なくとも１つの変更部は、反応時間が異なる複数のデバイスを多段構成し、通知部は、通
知信号の各部の制御情報を、反応時間の長いデバイスの制御情報から順に配列する構成で
ある。
【００２６】
　第２の発明は、第１の発明の無線基地局の制御方法において、無線基地局が外部のネッ
トワークから入力する信号の宛先無線端末局を抽出し、宛先無線端末局に応じた信号形式
、アンテナ切替部で切り替えるアンテナ、信号変更部の位相・タイミング・周波数・電力
の各変更部の変更量からなる制御情報を決定するステップと、通知部は、宛先無線端末局
に対応する各部の制御情報を各部の反応時間に応じて配列した通知信号を生成し、制御部
に送信するステップと、制御部は、通知信号の各部に対する制御情報の到着と同時に、ア
ンテナ切替部の切替制御および信号変更部の変更制御を開始するステップとを有し、アン
テナ切替部および信号変更部の制御完了後に信号を送受信する。
【００２７】
　第２の発明の無線基地局の制御方法において、通知部は、通知信号の各部の制御情報を
、各部の反応時間の大きい順に配置する。
【００２８】
　第２の発明の無線基地局の制御方法において、通知部は、通知信号の各部の制御情報を
、アンテナ切替部の切替制御および信号変更部の各変更制御が指定時間内に終了する配列
とする。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明は、アンテナ切替部および信号変更部の位相・タイミング・周波数・電力の各変
更部の反応時間に応じた通知信号を構成し、切替／変更の各制御情報の到着と同時に制御
を開始することにより、複数のアンテナで送受信する信号の切替／変更処理を高速に行う
ことができ、高速信号にも対応することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明の無線基地局の構成例を示す図である。
【図２】本発明の無線基地局の信号送信手順を示すフローチャートである。
【図３】本発明における通知信号の構成例１を示す図である。
【図４】本発明における通知信号の構成例２を示す図である。
【図５】本発明における通知信号の構成例３を示す図である。
【図６】本発明における通知信号の構成例４を示す図である。
【図７】本発明が想定する無線通信システムの構成例を示す図である。
【図８】従来の無線基地局の構成例を示す図である。
【図９】通知信号の伝送形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　図１は、本発明の無線基地局の構成例を示す。
　図１において、無線基地局のアンテナセット１１－１～１１－ｎは、１セット複数本の
アンテナがｎセット（ｎは２以上の整数）からなる。アンテナ切替部１２－１～１２－ｎ
は、アンテナセットごとに１本のアンテナを選択し、全体でｎ本のアンテナを選択する。
信号変更部１３－１～１３－ｎは、アンテナセットごとに選択されたｎ本のアンテナで送
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受信する信号の位相・タイミング・周波数・電力を変更する。送受信部１４－１～１４－
ｎは、ｎ本のアンテナで送受信する信号の送信処理および受信処理を行う。信号処理制御
部１５は、無線基地局に接続するネットワークとの間で入出力する信号と各アンテナで送
受信する信号との変換処理を行う。通知部１６は、送受信する信号の宛先無線端末局に応
じたアンテナ切替部１２－１～１２－ｎおよび信号変更部１３－１～１３－ｎの制御情報
を含む通知信号を出力する。制御部１７は、通知信号に応じてアンテナ切替部１２－１～
１２－ｎの切替処理および信号変更部１３－１～１３－ｎの変更処理を制御する。
　なお、アンテナセット１１－１～１１－ｎの各アンテナは、分散配置されてもよい。ま
た、アンテナごとに異なる指向性を有する構成でもよい。
【００３２】
　信号変更部１３－１～１３－ｎを構成する位相・タイミング・周波数・電力の各変更部
は、宛先無線端末局に応じてすべてまたは一部が変更対象となり、通知信号の制御情報は
各変更部の中から変更対象となる組み合わせに応じて構成される。また、各変更部は変更
動作の開始から終了までの反応時間がそれぞれ異なり、さらに各変更部はそれぞれ反応時
間の異なる複数のデバイスを多段接続する構成であってもよい。
【００３３】
　図２は、本発明の無線基地局の信号送信手順を示す。
　図２において、信号処理制御部１５は、外部のネットワークから宛先無線端末局に送信
する信号を入力すると（Ｓ11）、当該送信信号の宛先無線端末局を抽出し、宛先無線端末
局に応じた信号形式、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎでそれぞれ切り替えるアンテナ
、信号変更部１３－１～１３－ｎの各変更部の変更量を決定し、通知部１６に通知する（
Ｓ12）。これらの情報は、信号処理制御部１５が宛先無線端末局に対応付けて保持してい
るか、ネットワークに接続される外部制御装置から通知部１６に直接通知される構成でも
よい。
【００３４】
　ここで、宛先無線端末局に応じた信号形式は、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎで切
り替えたｎ本のアンテナで送受信する信号として、１つの宛先無線端末局に対応するＳＵ
－ＭＩＭＯ信号、複数の宛先無線端末局に対応するＭＵ－ＭＩＭＯ信号またはマルチキャ
スト信号などに対応するものである。
【００３５】
　通知部１６は、宛先無線端末局に対応する各部の切替／変更の制御情報を各部の反応時
間に応じて配列した通知信号を生成し、制御部１７に送信する（Ｓ13）。制御部１７は、
通知信号の各部に対する制御情報の到着と同時に、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎの
切替および信号変更部１３－１～１３－ｎの各変更のための制御を開始する（Ｓ14）。ア
ンテナ切替部１２－１～１２－ｎおよび信号変更部１３－１～１３－ｎの制御完了後に信
号を送信する（Ｓ15）。
【００３６】
　本発明の無線基地局の信号受信手順は、信号処理制御部１５および通知部１６が信号送
信の終了後に各部の受信用の変更量を制御情報として決定した後は、信号送信手順と同様
である。宛先無線端末局に対応する各部の制御情報を各部の反応時間に応じて配列した通
知信号を生成して制御部１７に送信し、制御部１７が通知信号の各部に対する制御情報の
到着と同時に、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎの切替および信号変更部１３－１～１
３－ｎの各変更のための制御を開始し、その制御完了後に信号の受信待機となり、受信す
る手順となる。
【００３７】
　なお、信号送信の終了タイミングは、通知部１６から制御部１７に通知されるが、通知
部１６または制御部１７が送受信部１４－１～１４－ｎからアンテナ切替部１２－１～１
２－ｎを信号が通過するまでの時間が考慮される。
【００３８】
　本発明は、アンテナ切替部１２－１－１２－ｎおよび信号変更部１３－１～１３－ｎの
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各変更部の反応時間を考慮し、信号の送受信が可能になる各部の制御終了までの時間短縮
がポイントであり、その詳細について以下に説明する。
【００３９】
　図３は、本発明における通知信号の構成例１を示す。
　図３において、通知部１６から制御部１７に送信される通知信号は、アンテナ切替部１
２－１～１２－ｎに対するアンテナ切替用制御情報Ａ１～Ａｎ、信号変更部１３－１～１
３－ｎに対する位相変更用制御情報Ｂ１～Ｂｎ、タイミング変更用制御情報Ｃ１～Ｃｎ、
周波数変更用制御情報Ｄ１～Ｄｎ、電力変更用制御情報Ｅ１～Ｅｎが時間軸上に配置され
る。ここでは、通知部１６から制御部１７に対して１本の信号線を用いて、アンテナ切替
と、各アンテナで送受信する信号の位相・タイミング・周波数・電力を一括して変更する
制御情報を含む通知信号の構成例を示すが、位相・タイミング・周波数・電力のうち変更
する組み合わせに応じた制御情報からなる通知信号であってもよい。
【００４０】
　制御部１７は、この通知信号が到着すると、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎおよび
信号変更部１３－１～１３－ｎの各変更部の制御情報に分解してそれぞれに送出する。そ
の制御情報に対するアンテナ切替部１２－１～１２－ｎの反応時間をｔ１、信号変更部１
３－１～１３－ｎの位相・タイミング・周波数・電力の各変更部の反応時間をｔ２～ｔ５
とし、例えば
　　ｔ１＜ｔ５＜ｔ２＜ｔ３＜ｔ４
の関係にあるものとする。すなわち、図３の(1) の参考例に示すように、制御部１７に通
知信号の全部が到着してからアンテナ切替部１２－１～１２－ｎの切替および信号変更部
１３－１～１３－ｎの変更を一斉に開始すると、最長の周波数変更の反応時間ｔ４後に信
号の送受信が可能となる。
【００４１】
　本発明の第１の特徴は、図３の(2) に示すように、制御部１７が通知信号の各部の制御
情報が通知されると同時に、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎの切替制御および信号変
更部１３－１～１３－ｎの各変更制御を逐次開始するところにある。これにより、反応時
間が最長の周波数変更のための制御情報Ｄ１～Ｄｎが通知信号の最後にならない限り、全
体の切替／変更終了を早めて信号の送受信開始を早めることができる。
【００４２】
　本発明の第２の特徴は、図３の(3) に示すように、通知部１６は各部に対する制御情報
が反応時間の長い順に配列された通知信号を生成するところにある。これにより、反応時
間が最短のアンテナ切替のための制御情報Ａ１～Ａｎが最後になるので、全体の変更完了
を確実に早めて信号の送受信開始を早めることができる。
【００４３】
　なお、図３に示す例では、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎの切替および信号変更部
１３－１～１３－ｎの各変更のための制御開始は、全アンテナに対応するｎ個すべての制
御情報が到着してから一斉に動作開始していた。一方、各アンテナの制御情報ごとに各部
の制御動作を開始させてもよい。例えば、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎが制御情報
Ａ１～Ａｎに対して一斉に切替制御を開始してもよく、またアンテナ切替部１２－１が制
御情報Ａ１に対して切替制御を開始し、以下順次切替制御を開始してもよい。
【００４４】
　図４は、本発明における通知信号の構成例２を示す。
　図４の(1) は、比較のために図３の(3) の例を示す。
　図４の(2) において、通知部１６は、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎおよび信号変
更部１３－１～１３－ｎの各部が全体として指定時間内に制御終了するように配列した通
知信号を生成する。すなわち、通知部１６は、各部が指定時間内に制御終了する通知信号
の組み合わせの中から１つを選択すればよく、最初に見つかった通知信号の組み合わせが
指定時間内完了の条件を満たせばそれでよい（First fit ）。よって、図４の(1) に示す
ように、反応時間が最長の周波数変更のための制御情報Ｄ１～Ｄｎが通知信号の最初に限
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定されるものではなく、また反応時間が最短のアンテナ切替のための制御情報Ａ１～Ａｎ
が最後に限定されるものではない。
【００４５】
　図５は、本発明における通知信号の構成例３を示す。
　図５の(1) は、比較のために図３の(3) の例を示す。
  図５の(2) において、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎおよび信号変更部１３－１～
１３－ｎの各変更部の制御範囲や分解能を限定して制御情報を短縮し、全体の切替／変更
にかかる時間を短縮してもよい。ここでは、アンテナ切替用制御情報Ａ１～Ａｎ以外の各
変更用制御情報の全てが短縮されているが、その一部であってもよい。また、アンテナ切
替用制御情報Ａ１～Ａｎについては、切り替えるアンテナ数の削減によって制御情報を短
縮してもよい。また、図４に示す指定時間が短い場合にも、各制御情報を短縮することに
より対応可能となる。
【００４６】
　図６は、本発明における通知信号の構成例４を示す。
　ここでは、信号変更部１３－１～１３－ｎの各変更部がそれぞれ反応時間の異なる複数
のデバイスを多段接続した構成を想定し、図６では２段構成の周波数変更部に対応する通
知信号の構成例を示す。
【００４７】
　図６において、周波数変更部の第１段デバイスの制御情報をＤ１－１～Ｄｎ－１、第２
段デバイスの制御情報をＤ１－２～Ｄｎ－２とし、第１段デバイスの反応時間ｔ４－１が
第２段デバイスの反応時間ｔ４－２よりも長いとする。信号変更部１３－１～１３－ｎの
各周波数変更部に対して、第１段デバイスと第２段デバイスの制御情報Ｄｉ－１，Ｄｉ－
２をセットで配置するより、各周波数変更部の反応時間の長い第１段デバイスの制御情報
Ｄ１－１～Ｄｎ－１を先頭に配置し、その到着後に第１段デバイスの周波数変更を開始す
る方が、全体の周波数変更終了の時間を早めることができる。
【００４８】
　また、以上示した各通知信号の構成例において、通信信号の最後に、パリティチェック
ビットやフレームチェックシーケンスなどの検査用ビットを配置してもよい。以上示した
各通知信号は、制御部１７において、アンテナ切替部１２－１～１２－ｎおよび信号変更
部１３－１～１３－ｎの各変更部のｎ個の制御情報が到着した時点で、切替または変更制
御を開始することを想定しているが、検査用ビットで通知信号の誤りが検出された場合に
は、先行開始している切替または変更制御をリセットしてもよい。
【符号の説明】
【００４９】
　１０　無線基地局
　１１　アンテナセット
　１２　アンテナ切替部
　１３　信号変更部
　１４　送受信部
　１５　信号処理制御部
　１６　通知部
　１７　制御部
　２０　無線端末局
　３０　ネットワーク
　１０１　アンテナ
　１０２　電力変更部
　１０３　送受信部
　１０４　信号処理制御部
　１０５　電力通知部
　１０６　電力制御部
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